
部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

弘 前 市 小 沢 団 地 (104戸)

小沢第２団地 (96戸)

宮園第２団地 (76戸)

八 戸 市 河 原 木 団 地 (156戸)

五所川原市 松 島 団 地 (駐車場)

八 戸 地 域 児童遊園遊具更新

住宅耐震診断推進

費補助

3,360 地震による建築物崩壊被害を防ぐため､ 市町

村が実施する昭和56年５月以前に建築された住

宅の耐震診断事業に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
４ (ほかに国１２)

東北新幹線建設対

策費

2,001,497 東北新幹線鉄道整備事業費負担金 2,000,000

工事対策費 1,497

北海道新幹線建設

対策費

9,823,395 北海道新幹線鉄道整備事業費負担金 9,822,999

工事対策費 396

健康福祉部

県土整備部

県営住宅多世代交

流推進事業費

(新規)

1,850 県営住宅における世代間交流の促進・コミュ

ニティの活性化を図るためのモデル事業の実施

に要する経費

エネルギー

総合対策局

むつ小川原新規プ

ロジェクト導入事

業費

5,169 むつ小川原開発地区への新規プロジェクトの

導入を図るため､ むつ小川原開発地区の立地環

境を踏まえた各種実証試験プロジェクト等の誘

致に向けた政策提案等を行うのに要する経費

�電力系統安定化実証サイト誘致推進事業費

3,947

�国際原子力人材育成機関誘致可能性調査費

1,222

六ケ所低炭素社会

システム実証事業

費 (新規)

5,198 国のスマートグリッド関連プロジェクトを六

ケ所村に誘致するとともに､ 全国に先駆けて低

炭素社会システムの構築を目指すため､ 国の実

証プロジェクトと連動した社会実験スキームの

検討及び地元企業の新分野進出に向けた勉強会

の開催に要する経費

エコタウン企業連

携強化事業費

(新規)

2,908 エコタウンの今後の方向性を検討するための

検討委員会の開催及び事業展開の工程表となる

アクションプランの策定に要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

低炭素社会づくり

再生可能エネルギー

導入・産業振興推

進事業費 (新規)

4,216 本県のエネルギー消費構造や再生可能エネル

ギーの導入状況､ 関連する産業・雇用の状況等

を調査し､ 国の政策や企業等の技術開発動向等

も踏まえ､ 低炭素社会づくりに向けた本県のエ

ネルギー分野での目標や着手すべきプロジェク

トを設定するのに要する経費

住宅用地中熱利用

システム・太陽エ

ネルギー普及促進

事業費

7,274 県内での地中熱及び太陽エネルギーの利用促

進を図るため､ 県民や県内事業者に対する普及

啓発等を行うとともに､ 住宅用地中熱利用シス

テムの認知度を高めるための県内企業と連携し

たシステムの実証導入に要する経費

�住宅用地中熱利用システム普及促進事業費

4,274

�太陽エネルギー普及促進事業費 3,000

風力発電関連産業

参入サポート事業

費

7,529 風力発電関連産業への県内企業の参入を促進

するため､ メンテナンス業務等に関する風力発

電事業者のニーズ把握及び県内企業とのコーディ

ネート等により､ 県内企業の受注体制の構築を

支援するのに要する経費

グリーンエネルギー

活用推進事業費

1,378 平成21年度中に策定するグリーンエネルギー

活用型産業立地モデルを基に､ 企業に対する本

県への誘致活動等を実施するのに要する経費

ＥＶ・ｐＨＶ導入

普及加速化事業費

(新規)

4,270 本県における電気自動車及びプラグインハイ

ブリッド車の導入・普及の加速化に向け､ 国の

施策と呼応しながら､ 次世代自動車支援隊の組

織化及び充電可能な場所等の情報発信を推進す

るための説明会の開催及びデータベース整備に

要する経費

電源立地地域対策

費補助

6,767,847 電源地域の振興に資するため､ 発電用施設等

の周辺市町村が行う公共施設の整備等に要する

経費に対する補助

�原子力発電施設等分 4,992,304

補助金交付先 三沢市ほか14市町村

�水力・火力発電施設分 118,900

補助金交付先 青森市ほか７市町村

�原子力立地給付金 1,656,643

補助金交付先 �電源地域振興センター
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

原子力発電施設等

周辺地域企業立地

支援事業費補助

422,293 原子力発電施設等立地地域に新たに立地又は

増設を行った企業の電気料金に対する補助

対象地域 三沢市ほか14市町村

発電用施設所在市

町村等振興基金造

成費

405,611 電源立地地域対策交付金等の効率的な活用を

図るための青森県発電用施設所在市町村等振興

基金の積立てに要する経費

�ドクターヘリに係る運航分 (新規) 400,000

�運用益積立分 5,611

核燃料サイクル対

策費補助 (新規)

126,503 核燃料サイクル施設の立地地域又はプルサー

マルの実施地域等の振興に資するため､ 施設の

立地及び周辺市町村が行う公共施設の整備等に

要する経費に対する補助

対 象 施 設 使用済燃料中間貯蔵施設､

ＭＯＸ燃料加工施設､ 大

間原子力発電所

補助金交付先 三沢市ほか７市町村

原子力関連試験研

究機関等立地対策

事業費

3,033,357 六ケ所村に原子力関連試験研究機関の集積を

図るため､ その一環として設立された�環境科

学技術研究所の立地支援に要する経費

�原子力関連試験研究機関等立地対策事業費

補助 1,535,790

補助金交付先 �環境科学技術研究所

補 助 率 定額

�排出放射性物質影響調査事業費 1,497,567

核融合研究開発拠

点形成推進事業費

10,561 国際熱核融合実験炉 (ＩＴＥＲ) 計画と並行

して取り組まれる ｢幅広いアプローチ｣ のプロ

ジェクトとして､ むつ小川原開発地区へ計画さ

れている ｢国際核融合エネルギー研究センター｣

を中心とする研究拠点形成の推進等に要する経

費

国際核融合拠点教

育環境整備事業費

98,700 ＩＴＥＲ計画と並行して取り組まれる ｢幅広

いアプローチ｣ の一環として､ 六ケ所村におい

てＥＵとの国際共同による研究活動が展開され

ることに伴い､ 国際研究拠点にふさわしい教育

環境を整備するのに要する経費

― 81 ―



部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

原子力産学官連携

拠点機能検討事業

費 (新規)

13,500 大学や研究機関の連携・連合による原子力人

材育成・研究開発を推進するために策定した

｢青森県原子力人材育成・研究開発推進構想｣

の具体化に向け､ 研究開発や人材育成､ 管理運

営手法等について検討するための推進委員会及

び検討テーマ毎の部会の運営並びに気運醸成の

ためのセミナー等の開催に要する経費

警 察 本 部 交番・駐在所建築

事業費

80,749 老朽・狭隘化した交番・駐在所等の建替え及

び改修に要する経費

建築箇所 青森署平内交番

鉄道警察隊新青森駅分室

改修箇所 外ヶ浜署三厩駐在所

弘前署裾野駐在所

十和田署相坂駐在所

交通機動隊弘前方

面隊庁舎建築事業

費 (新規)

49,463 老朽・狭隘化した交通機動隊弘前方面隊庁舎

の建替えに要する経費

建築場所 藤崎町藤崎地区

建築内容 鉄骨造､ ２階建

建築面積 213.47㎡

むつ警察署庁舎建

築設計費 (新規)

44,760 老朽・狭隘化したむつ警察署庁舎の移転新築

に係る設計に要する経費

我がまちセーフティ

アップ事業費

603 住宅防犯に対する意識啓発を図るため､ ｢鍵

かけ､ あいさつ運動｣ の推進広報や地域住民向

けの防犯対策講習会等を実施するのに要する経

費

万引き抑止総合対

策事業費

4,549 万引きに関する県民の規範意識の向上を図る

ため､ 小・中・高校生などを対象とした意識啓

発を行うとともに､ 地域における万引きできな

い環境づくりを推進するのに要する経費

被害者に優しい街

づくり事業費

(新規)

2,815 社会全体で被害者を支える気運醸成を図るた

め､ 高校生・大学生などを対象とした被害者遺

族による講演会､ 被害者支援の調査研究､ 報告

会等の実施に要する経費
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ほかに21年度２月補正対応額

27,576




